
 

 

 

 

◆事業所調査 

１）調査対象：市内の200事業所を無作為抽出 

２）調査方法：郵送により配布し、郵送により回収 

３）調査期間：令和５年１月13～31日 

４）配 布 数：200票 

５）回 収 数：110票 

６）回 収 率：55.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人

35.5%

NPO法人

18.2%

医療法人

11.8%

株式会社・有限会社等

25.5%

ボランティアグループ・団体

2.7%

その他

5.5% 不明

0.9%

事業所（団体）の運営(単位：%）

問１ 貴事業所（団体）の運営は次のどれに該当しますか。 

○回答別では、「社会福祉法人」が35.5％、「株式会社・有限会社」が25.5％で、全体の約6割を

占めています。 
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27.3

22.7

16.4

13.6

13.6

11.8

10

9.1

9.1

8.2

6.4

5.5

4.5

3.6

3.6

2.7

1.8

0.9

0.9

0.9

0.9

0

0

0 5 10 15 20 25 30

入所・居住系サービス事業所(高齢者)

地域密着型サービス事業所

訓練系・就労系サービス事業所(就労移行支援・就労…

通所系サービス事業所(高齢者)

居宅介護事業所・介護予防支援事業所

居住系サービス事業所(共同生活援助、自立生活援助)

相談系サービス事業所(計画相談支援、障がい児相談…

訪問系サービス事業所(高齢者)

日中活動系サービス事業所(生活介護、短期入所等)

その他高齢者福祉や介護保険に関する事業【具体的…

障がい児通所系サービス事業所(児童発達支援、放課…

訪問系サービス事業所(居宅介護、重度訪問介護等)

その他障がい者（児）福祉に関する事業（【具体的…

高齢者支援

障がい者支援

認定こども園

その他児童福祉や子育てに関する事業【具体的に】

外国籍市民への支援

ひきこもり、若者支援

その他【具体的に】

不明

保育園・小規模保育施設

地域子育て支援センター

事業所（団体）数 (単位：%）

〇業務の内容や種類、サービスを受ける側のカテゴリにより細分化されるが入所・居住系サービス

事業と地域密着型サービス事業所で半数を占める。 

問 2 貴事業所（団体）は、次のどれに該当しますか。 

【あてはまるものすべてに〇】 
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問 3 貴事業所（団体）は、「上田市地域福祉計画・上田市社会福祉協議会 

地域福祉活動計画」をご存じですか。 

 

44.0%

18.0%

8.0%

18.0%

4.0%

6.0%

2.0%

28.3%

17.4%

19.6%

32.6%

2.2%

0.0%

0.0%

12.5%

25.0%

0.0%

25.0%

0.0%

37.5%

0.0%

50.0%

16.7%

0.0%

33.3%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会福祉法人

NPO法人

医療法人

株式会社・有限会社等

ボランティアグループ・団体

その他

不明

知っていて読んだことがある 名前は聞いたことがある 知らない 不明

○活動計画は全体としては読んだことがある、名前は聞いたことがあるが 9 割以上であるが、

医療法人、株式会社・有限会社等においては名前を聞くのみにとどまっている。 

問４ 貴事業所（団体）では、福祉活動の質を向上させるために、どのよう

な取組を行っていますか。【あてはまるものすべてに○】 

 

 

44.5

64.5

23.6

32.7

25.5

30.9

0.9

10

2.7

0 10 20 30 40 50 60 70
独自の研修制度を設けている

活動に関連する分野の研修会や講演会などに参加している

スタッフ育成のための活動マニュアルを作成している

活動の対象者や利用者からの声を吸い上げる仕組みがある

文献やメディア等で、先進事例や情報の収集を行っている

関係団体と情報交換などの交流の機会をつくっている

その他

特に行っていることはない

不明

〇「特にない」が46.8％を占める。年代別に集約すると70歳以上高齢者の場合、通院や 

ちょっとした買い物やゴミ出しが困るケースがあるものの全体として近所にしてほしい

と思う事は少ない。 
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問５ 貴事業所(団体)は、現在、地域福祉に関するどのような取組を行って 

いますか。【あてはまるものすべてに○】 

 

 

24.5

29.1

5.5

9.1

18.2

19.1

26.4

26.4

6.4

8.2

15.5

3.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0

通院・買い物・集会などの送迎や移動支援

就労を希望する高齢者・障がい者等の受入れ

地域の見守り活動

サロン・子ども食堂などの居場所づくり

地域の高齢者等を対象とした健康教室

緊急時などの一時的な保護・避難者の受入れ

公的サービス以外の相談受付

地域への福祉情報等の提供

学習支援、学習スペースの提供

その他

取組を行っていない

不明

〇就労を希望する高齢者・障がい者等の受入れが積極的に行われている。 

 

問６ 貴事業所(団体)は、今後、地域福祉に関するどのような取組を検討 

していますか。【あてはまるものすべてに○】 

 

15.5

20

14.5

10

11.8

10.9

12.7

19.1

2.7

6.4

17.3

10.9

8.2

0 5 10 15 20 25

通院・買い物・集会などの送迎や移動支援

就労を希望する高齢者・障がい者等の受入れ

地域の見守り活動

サロン・子ども食堂などの居場所づくり

地域の高齢者等を対象とした健康教室

緊急時などの一時的な保護・避難者の受入れ

公的サービス以外の相談受付

地域への福祉情報等の提供

学習支援、学習スペースの提供

その他

特にない

検討する予定はない

不明
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通院・買い物・集会

などの送迎や移動支

援

就労を希望する高齢

者・障がい者等の受入

れ

地域の見守り活動

サロン・子ども食堂

などの居場所づくり

地域の高齢者等

を対象とした健

康教室

緊急時などの一

時的な保護・避

難者の受入れ

公的サービス以外の

相談受付
地域への福祉情報等

の提供

学習支援、学習ス

ペースの提供

その他

取組を行っていない

不明

その他

地域福祉に関する取り組み(単位:％)

通院・買い物・

集会などの送迎

や移動支援

就労を希望する高齢

者・障がい者等の受入

れ

地域の見守り活動

サロン・子ども食堂

などの居場所づくり

地域の高齢者等を対

象とした健康教室

緊急時などの一時的

な保護・避難者の受

入れ

公的サービス以外の

相談受付 地域への福祉情報等

の提供 学習支援、学習ス

ペースの提供

その他

特にない

検討する予定は

ない

不明

その他

検討している取り組み(単位:％)

〇問5、問6に関して既に実施している取り組みと、検討している取り組みにはほとんど違いがみら

れず、取り組みに対して検討が進んでいることを表すものと推察できる。 
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問７ 貴事業所（団体）にとって、地域福祉に関する取組において課題と 

なっていることはなんですか。【最も当てはまるもの３つに○】 

 

81.8

13.6

47.3

23.6

16.4

12.7

23.6

10.9

1.8

0.9

0 20 40 60 80 100

職員体制に余裕がない

職員の理解が得にくい

財政的な余裕がない

施設や事業所の構造から難しい

地域のニーズがわからない

地域福祉に関する情報が不足しており、何をしたらよいかわからない

地域関係団体や他事業所などとの連携が難しい

その他

取り組んでいない

不明

〇職員体制に余裕がないが全体の 8割以上を占める。 

問８ 地域福祉に関する取組において、住民・事業者・ボランティア・行政

などの連携を実現していくために、どのようなことが必要であると思

いますか。【あてはまるものすべてに○】 

 

36.4

48.2

37.3

28.2

32.7

37.3

36.4

6.4

1.8

0.9

0 20 40 60

ボランティアと地域住民との交流できる機会の充実

福祉活動に関する情報提供

福祉活動や交流拠点の整備

ボランティアと自治会との連携

ボランティア地域活動センターのコーディネート機能の充実

福祉活動に関する住民への意識啓発

行政による相談窓口、支援体制の充実

その他

必要だと思うことはない

不明

〇連携を実現していくために地域と交流できる機会の充実、また情報提供を求める数が多い。 
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問９ 貴事業所（団体）は、上田市災害ハザードマップにより、災害想定 

区域を確認していますか。 

 

ハザードマップ

を知っており、

災害想定区域も

確認している, 

94.5

ハザードマップ

を知っている

が、災害想定区

域は確認してい

ない, 5.5 

(単位：%)ゼロを除く

〇ハザードマップへの周知・理解がされている。 

 

95

58

23

3

4

0

0 20 40 60 80 100

災害時避難訓練を行っている

災害時のための備蓄品を準備している

他の事業所への応援体制を整えている

特に何もしていない

その他

不明

問 10 貴事業所（団体）は、災害発生を想定し、平時からどのような取り

組みをしていますか。 

〇災害時への対応は出来ているが、不明な点もあり懸念が残る。 
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問 11 災害発生時に、事業所（団体）利用者の避難において地域と協力する 

こと、また、地域住民の一時的避難場所として、事業所（活動拠点）を

提供するなどの検討をされたことはありますか。 

 

実施している, 

16.4 

検討したことは

あるが実現して

いない, 40.0 

検討したことは

ないが必要性は

感じる, 22.7 

特に検討したこ

とはない, 18.2 

その他, 2.7 不明, 0.0 

（単位％）

〇災害発生の検討を強化する必要がある。 

問 12 認知症の方や知的・精神障がい者などで、物事を判断する能力が十分

でない方について、本人の権利を守る援助者である後見人等を選び、

支援する制度として成年後見制度があります。貴事業所（団体）では

「成年後見制度」利用について、どのような取組をしていますか。 

 

必要に応じて専

門機関へつない

でいる, 70

事業所（団体）

の利用者や家族

に対して、制度

利用について周

知をしている, 

27.3

地域住民に対し

て、制度利用に

ついて周知をし

ている, 5.5

取り組みをして

いない, 19.1

その他, 3.6 不明, 0

(単位:%)

〇成年後見制度がうまく機能していると推察する。 
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問 13 成年後見制度の利用の促進・充実のためにはどのようなことが必要

だと思いますか。【あてはまるものすべてに○】 

 

43

49

63

44

39

43

18

21

0

0

4

3

0 10 20 30 40 50 60 70

市民や企業に対する広報・啓発

成年後見支援センターによる相談体制の充実

本人の状態に合わせた支援の充実

後見人等の担い手確保や養成

後見人等になった人への支援、バックアップ

医療・法律・福祉など関係団体の連携やネットワークづくり

後見人等による金銭の横領など不正防止の徹底

法人後見の体制整備

関心がないのでわからない

制度を知らない

その他

不明

(単位:件）

〇広報や相談体制を充実させたうえで本人の状態に合わせた支援の必要性が望まれてい

る。 
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